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　本研究では、ロボット技術による地域産業振興を目指し産業施策や地域
振興施策などを複合させた産官学連携プロジェクト「WABOTHOUSEプ
ロジェクト」について、その設置から終了までのプロセスを通史的に記す
ことを目的にし、その中で本稿は主に愛知万博の開催された2005年頃か
らプロジェクト終了の2012年春までの状況を追いながら、筆者が関わっ
たプロジェクト上の課題や直面した問題点などを検討する。そして、その
中で今後同様の地域社会を巻き込んだ産官学連携プロジェクトが出てきた
際の参考になるべく提案をするものである。
1、知事交代後のWABOT－HOUSEプロジェクトの進展
2005年2月5日、4期16年の任期を終え梶原拓知事が退任し、新たに
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古田肇氏が岐阜県知事に着任する。古田氏は岐阜市出身で元経済産業省官
僚、フランス国立行政学院（ENA）へ留学、JETROニューヨーク産業調
査員、内閣総理大臣秘書官（羽田内閣、村山内閣）経済産業省商務流通審
議官を経験、外務省経済協力局長ではODAを担当するなど多様な実務経
験を重ねてきた人物として岐阜に伝わっていた。
　岐阜県知事選挙では共産党以外の多くの政党が古田氏に相乗りし、独立
系候補と三者による選挙活動の結果、事実上の信任投票の結果として古田
氏が新たな岐阜県知事として選ばれた。これは梶原県政の継承者として県
民に待望されてのことであったといえる。時期まさに愛知県で開催される
「愛・地球博（愛知万博、2005年日本国際博覧会）」開催直前であった。
　2005年7月28日に古田知事が早稲田大学WABOTHOUSE研究所岐阜研
究所を初めて来訪する。古田知事がWABOTLHOUSEプロジェクトを実際
に視察する初めての機会であり、早稲田大学側からは尾島俊雄副所長（理
工学部建築学科教授）、橋本周司副所長（理工学部応用物理学科教授）、薮
野健研究員（芸術学校教授）が対応した。
　来訪時には岐阜研究所として使用していた「岐阜県ロボットプラザ」の
施設見学と岐阜で行なっているロボット研究視察、さらに上記研究員との
意見交換が行われた。「ロボットと人間の家」というコンセプトで設計さ
れた研究棟B棟では内装が完成し床下には350個のRFID（ICタグ）が敷き
詰められ、リアルタイムでロボットが自分の位置情報を把握して様々な
サービスを提供するという世界最先端の研究がスタートしていた。
　視察終了後に意見交換に参加した研究員へ確認すると、知事との会談は
平穏に終わったといい、梶原前知事が指摘したように本プロジェクトが適
切に新政権へも継承されたということを確かめられスタッフは安堵した。
　梶原県政の継承者としての古田新知事であったが、その後岐阜研究所を
訪問することは殆ど無くなる。そしてそれまでロボット産業振興推進で一
致していた県組織の対応にっいて徐々に変化が見られるようになる。梶原
前知事が大学側とのフロントとなりロボット政策を議論していた状況か
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ら、課長や課長補佐が前面に立つようになっていった。自治体組織として
は当たり前のことだがこれにより以前と比べ意思決定や合意形成に多くの
時間と手問が掛るようになった。現実的にはロボット産業の将来像や地域
での展望は梶原前知事が県庁内で一番詳しかったということもあり大学側
にとってこれは大きな変化でもあった。
　その結果、プロジェクト当初に醸しだされていた自由な雰囲気とは異な
り、ひとつひとつの研究活動についての非常に細かな説明と報告が県庁側
から求められるようになる。公金が使われる地方自治体との連携プロジェ
クトでもありそういうものだろうという理解を大学側はしていたが、説明
や報告における「伝言ゲーム」のような伝達上の間題点も見えてくるよう
になる。
　ロボット産業振興を担当するのは技術職、事務職とも含めた県の職員で
あり、大学が行なっているロボット研究や先端技術、更にロボット産業展
開の将来像に詳しい人達ばかりではなかった。またロボット技術による産
業振興の将来像が理解できる人は社会全般として見ても決して多くない。
その点では、県側担当者の苦労や苦悩も相当のものであったと思われると
ともに、説明や書類上の問題で大学側が時間や手間を必要とすることが
徐々に増えてきた。
　県側もこの課題は理解するようになったと思われ、後に県研究所に所属
の博士号取得者などを担当に据えてくるようになったが、本プロジェクト
がロボットの先端的研究と地域の新産業創出という「異質な」二つのミッ
ションを内包していることもあり、同様の問題はプロジェクト終了まで続
くことになる。ロボット研究者はロボット産業振興のプロではないが、そ
のことが適切に理解されることはプロジェクト最終段階に至るまでほぼ無
かった。そしてロボット研究を鍵とした地域の新産業創出に必要なことは
何なのかということも同様であった。この問題は本プロジェクトのみなら
ず全国での同様のロボット産業振興施策で陥り、多くの地域で解決に結び
つけることが出来なかった。本プロジェクトでも岐阜研究所スタッフを筆
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頭にこの問題には消耗させられてゆく。
　この時期にはヒューマノイドロボット「WAl　MOEBA－2」「ROBISUKE」
など大小複数のロボット技術の研究に着手していた。2005年には研究棟
の整備が進み移転を済ませ、研究も徐々に進んでいた。当初の連携で中心
的役割を果たした森林作業支援ロボットに加え、上記ロボット技術につい
ても岐阜所在企業との共同開発や情報提供に着手すると共に、後述の通り
岐阜で独自にロボット研究を展開すべく地元大学、県外郭組織の研究機関
から情報技術を専門とする若手スタッフを採用するなど陣容を広げっっ
あった。
・「ロボット技術の社会的なあり方に関する研究委員会」設置
　2006年3月から「ロボット技術の社会的なあり方に関する研究委員会」
を筆者が中心となり企画立ちあげを行う。以下その際の企画書内容を記
す。
「ロボット技術の研究開発とその進歩はめざましいものがあるが、その現
状は技術的側面に多くが偏っており、今後は人問との生活や社会という観
点からの議論を進めるべき段階にさしかかっていると考える。
　特にロボットが社会的にどうあるべきかを社会システムや制度の面から
検討したものは少なく、本テーマについてロボット研究の中心地として展
開している岐阜において今後検討するための研究委員会を設置するものと
する。
　委員会開催時には随時ゲストスピーカーを招膀し、その専門分野におけ
る課題などを提供して貰う。当初はロボットの社会的な存在を担保する
「登録」という問題を検討しロボット技術が岐阜県の一市民として位置づ
けるための社会的課題について検討を行い、その後広範なテーマを展開す
る予定である。」
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　当委員会には各所から若手の参加を促し、地元からは製造業関係者、県
庁、市役所や大学等から参加してもらい複数のテーマについて議論を重ね
た。企画としては、既存の工学系研究に偏ること無く、社会連携の観点か
らの新産業創出を狙うために、既存の社会のルールを確認し、未整備の部
分や今後の課題を整理する場として地元での検討を行うこととした。当時
経済産業省などでロボット技術の実用化や産業として展開した際の法的課
題にっいて議論を着手してはいたが、なかなかその道筋が見えて来なかっ
た時期であり、この点について地方からの指摘をしてゆこうと取り組んだ
課題であった。
　認証やセキュリティ、イメージに関する議論を2ヶ月に1回のぺ一スで
進めていったが、新しい知見を得つつも事務機能の不備や運営上の問題、
そして何より後述するように本委員会で新規事業を行える空気が研究所近
辺で消え去ったこともあり、組織内さらには対外的にも大きな進展をみな
くなる状況であった。一定の成果を上げつつも本委員会は2007年3月に
終了する。
・県OBのコーディネーター派遣引き受け、技術セミナーの開催
　2006年4月、岐阜研究所へ県職員OB2名をコーディネーターに就かせ
るべく客員研究員として引き受けを行う。1名は常勤、1名は非常勤とい
う勤務契約であった。県側の説明では地域向けの窓口や企業への大学側の
情報提供の役割を担うということであった。
　両研究員にはそれぞれの長所を用いた新たな連携活動を模索してもらう
こととしたが、その中でも前職が発明協会岐阜県支部コーディネーターで
あった研究員による独自の連携創出やネットワーク構築は特記すべきもの
であった。産官学連携におけるコーディネーターは率直に言えば企業の技
術分野で成果を上げたエンジニアの退職後のポストであり、産業振興を担
当した自治体OBが担うものであった。その仕事ぶりや活動分野は個人技
であるとともにその個人の能力や質に直結する属人的なものであるという
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のも、このコーディネーター氏との仕事で学んだことであった。
　2006年5月22日、「WABOT・HOUSEプロジェクト技術シーズ紹介セミ
ナー」をテクノプラザ本館内プラザホールにて行い、セミナー終了後来訪
者を歩いて岐阜研究所へ案内し施設と研究成果の見学会を開催する。この
セミナー開催は県庁側からの強い要望によるものであり大学の持っている
技術や研究成果を岐阜県所在の地元製造業企業に紹介してゆくというもの
であった。
　この頃すでに、大学が持つ研究成果を地域に提供することで新たなプロ
ジェクトを立ち上げる既存の産官学連携手法に連携現場では行き詰まりを
感じていた。単純なことだが地元の大学・研究機関が保有する研究成果を
地元企業が求めるとは限らない。企業は必要な研究成果であれば全国さら
に世界中を探してゆくが、そのことが産官学連携を地域で閉じてしまうと
見失うことになる。ましてやその枠組みが地方自治体の資金を用いている
と首長や議会からの有形無形の圧力は高くなる。要は「地元大学などが保
有する研究成果を活用して地元企業が共同研究で実用化し商品化へ結びっ
ける」という道筋は一見産官学連携での美しい成功事例に見えるが、それ
はプロジェクトとしての成功可能性を低くさせかねぬ問題をはらんでい
る。
　地域内の研究成果を前提とするのではなくむしろビジネスとしての
「二一ズ」から始まるプロジェクトとして考えると、研究成果たる「シーズ」
技術は地元大学などにこだわる必要はない。その点で最初から成功可能性
を絞り込んでゆくかのような手法を採ることについては当初から筆者は疑
問を持っていた。
　しかし大学として県から研究環境や資金を提供してもらう代わりに研究
成果や人的資源を提供する本プロジェクトの枠組みでは切り出すのが難し
い課題であった。そして本来産官学連携における多様性を担保するはずで
あった、大学としての自由なプロジェクト運営も知事交代を期に転換点を
過ぎ、徐々に岐阜県内で産官学の全てを賄うという方針が進んでゆくよう
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になっていった。その懸念は筆者は深刻なものとして理解していたがプロ
ジェクト全体としてまだ表出することなくこの段階では検討課題として挙
げる程度であり、1年毎の契約を繰り返す一客員講師たる筆者には解決す
るに難しい問題でもあった。
・連携創出の場としての「みのひだ・ものつくりネットワーク」の企画立案
　筆者は新しい連携体制づくりを進めてゆく必要を感じるようになる。自
治体、大学が上位になり企業が予算を前提にぶら下がるという構図に抗う
には、自ら企業や一般市民が地域の中でものづくりやロボット技術につい
て関心や理解を深めてゆくことが必要と考えたことによる。
　元々筆者が都市論の研究者であり、社会全体が市民参加型でのデザイン
を志向してゆくようになる状況を知っていたがゆえの提案であり当初は本
プロジェクト内部でも全く理解されない時期があったが・2004年11月か
ら1年半にわたり内外へ向け数千枚の印刷物を配布し岐阜がこういう形で
の社会改革を行なってゆくことを広い層へ情報を届け徐々に理解を得るよ
うになっていた。
　当時の印刷物の内容を以下に記す。元はA4表裏1枚で配布したもので
ある。
【表面】
20041109
みのひだ・ものつくりネットワーク設立企画書
早稲田大学WABOTHOUSE研究所　小笠原伸
〈企画意図＞
　岐阜の産業は個々の企業努力や保持する技術の水準は非常に高く「もの
っくり立県」の地位を確かなものにしつつあるが、片や異分野・異業種と
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の取り組みは保守的な地域性もあってか積極的な関わりが薄い。特に若手
社員・研究員・職員同士の交流は非常に少ないのが現状である。
　そこで、岐阜のものつくりの現場において、企業、研究機関、自治体の
「若手スタッフ」が自由闊達な議論を行える場「みのひだ・ものつくりネッ
トワーク」を提供し、その出会いの中から自分とは異なる他者との新しい
相互連携を試み、新しいプロジェクトの設置や製品・マテリアルの開発、
そして人材の育成を進めるものである。
〈組織の目的・活動＞
・ロボット技術を中心とした岐阜全域のものつくり産業を支援し、岐阜の
地域活性化を進める
・特に岐阜各地のものつくり産業に関わる産官学「若手スタッフ」の交流・
意見交換の場を設ける
・岐阜のものつくりテクノロジーとともに、岐阜地域の「ものつくり文化」
を関係者みなで理解、共有することを意識し、さらにはものつくりの面
白さと魅力を後進へ伝えてゆくことを平行して行う
・運営はものつくり関連部会を参加者の自発的な意思の下設置し、具体的
な形で開催、展開する
（例）ロボット技術開発部会、ものつくりデザイン部会、マテリアル研
究部会、食品製造部会、ものつくり文化研究部会等
・岐阜の地域社会へ向けて、ものつくり関連の技術・文化の教育・啓蒙を
行う
（例）技術者向けの技術セミナー、地域児童・生徒への、ものつくり文
化の紹介や製造業現場の継続的な見学会開催、かつてものづくりにかか
わった岐阜地域の高齢者へのヒアリング活動等
　これらにより岐阜地域のさまざまな人的、知的、文化的、技術的ネット
ワークを形成し、プロジェクトを現場レベルの若手で提案できるような実
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カと競争力を岐阜の地域社会が身につけ、新技術、新素材の開発・地域的
共有を目指す。そして将来的には様々な主体が結集し、ものつくり現場に
存在する「岐阜の知恵」をプロジェクト化して外部資金・研究助成を獲得
できるような体力のある組織への成長を考える。
【裏面】
　「ものつくりはトップダウンからネットワーキングの時代へ」
　「ものつくりネットワーク」は何かをしてもらいたい人々の集まりでは
なく、参加者おのおのが岐阜の地域社会やものつくりの現場に関わり、
事を積極的に進めてゆく場である。岐阜の地域資源を肯定的に評価し、
前向きに積極的にものつくりに関わる人々の場である。このフレームか
ら、新しい研究開発活動（Project）、そこから生まれる製品・マテリアル
（Products）と人材（Person）の「3つのP」を創出することを目標とする。
〈構成メンバー〉
以下の各関係組織などへの呼びかけを始めている。
・企　 業…当初は数十社規模での参加を予定
・学術機関…早大WH研を中心に岐阜所在の大学、高専、短大などから教
　　　　　　員が参加を予定
・自治体…県庁商工部門スタッフや市町村職員、研究所若手研究員らが
　　　　　個人での参加を予定
・市　　民…岐阜のものつくりに関心、理解ある一般市民の参加を歓迎す
　　　　　　る（地域在住のエンジニアや引退した元エンジニア、地域の
　　　　　　学校教員などを想定）
地域企業や市民の活動を、学術機関は地域連携や研究活動の側面から支
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援し、自治体はその活動自体を情報提供や事務支援スタッフとして側面サ
ポートする形を構想している。
〈組織・運営〉
　若手（およそ40歳まで）メンバーを中心とした活動を進め、それ以上の
年齢層の方には「支援会員」として活動をサポートしてもらう。組織とし
ては定例の運営会議と、部会ごとの分科会を活動の主とし、部会にっいて
は参加者（企業、学術機関、自治体）から企画を提案してもらうことで設
置し、その運営権限の多くを委任して機動的な研究活動・対応を可能とす
る。基本的に各務原市のテクノプラザ（WABOTLHOUSE）を中心に活動
するが必要に応じて随時ソフトピアジャパン（大垣市）や岐阜市内の中
心市街地など、一般県民の目に触れ易いよう県内各地での部会開催やレク
チャー、成果展示などを行う。地域活性化を先んじて行っている岐阜県内
所在のNPOや既存の関係機関との連携を重視し、高校・大学からのイン
ターンシップや研修生などを積極的に受け入れてゆく。数年問は早稲田大
学WABOTHOUSE研究所が中心となって組織を運営し、同研究所が事務
局業務を代行する。将来的に財政的問題かつ組織運営の課題を整理した段
階で独立運営を行うことを計画し、同研究所の地域連携活動の役割を継承
する。当面はメンバーから活動に伴う実費のみを徴収するが、近い将来に
は会員制度（個人会員、企業会員）を設定し、会費・実費を徴収すること
を計画している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
　この企画は時間を掛け各所に提案し、いずれ終了する本プロジェクトを
終了まで支えその後継承するものとして考えていた。それは早稲田大学首
脳らも理解し梶原前知事とも了解済みのことであり、基本計画を終え大学
が立ち去った後も地域社会へ大学の研究や考え方が引き継がれ続くように
という壮大な計画のもとに立てられた内容であった。
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　そしてこれは本プロジェクトのコンセプトブックである「ワボットのほ
ん」第一巻とも内容をシンクロさせていた。社会の困りごとや人の静いを
本プロジェクトのキャラクターであった「ワボットくん」が解決し人と人
を結び直し、最後にはその場を去ってゆくというストーリーである。
　早稲田大学は岐阜に入る際にすでにプロジェクト終了後のことを考えて
いた。年限付きの産官学連携プロジェクトという意味では生まれながらに
死を前提とした企画であり、自分たちの活動や理念がどのように地域にビ
ルトインされ永続してゆくのか、それは論文や研究の形式だけではなく地
元の地域社会との真摯な関係づくりや地域の文化として繋がってゆくこと
が必要だろうという意識故のことでもあった。しかしこれは後述の通りプ
ログラムとしては採用されることはなかった。
2．岐阜県庁不祥事発覚とその後に直面する困難
・地域を巻き込んだ研究企画の準備
　2006年4月13日、橋本周司副所長と岐阜研究所スタッフが岐阜市柳ヶ
瀬商店街の視察を行う。中心部にある百貨店である高島屋岐阜店周辺や水
路沿いの空間、更には商店街の空き店舗の確認や地元商店主との挨拶な
ど、視察というには踏み込んだ内容であった。
　柳ヶ瀬と言えばかって美川憲一が唄いヒットした「柳ヶ瀬ブルース」が
思い浮かぶ、岐阜駅から徒歩十五分ほどの中心部に位置する商店街であ
る。かつては複数の百貨店が讐え地域の消費空間として求心力があったが
その地位は徐々に低下し、郊外のショッピングセンター設置に伴い苦境に
立たされている、地方都市の典型的な中心部の姿である。
　かって岐阜市内を走った名鉄岐阜市内線は大正時代から美濃電気軌道と
して整備が進み岐阜の路面電車として親しまれてきた。柳ヶ瀬はその路面
電車の結節点として位置していた。終戦後に線路の付け替えが行われたが
柳ヶ瀬南側に位置する徹明町電停は岐阜市北部、西部方面、さらには岐阜
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市東部を経由し関市、美濃市へ繋がる名鉄美濃町線も集まる主要な電停と
して機能していた。要は岐阜市内で中心部へ向かう路面電車に乗ると必ず
柳ヶ瀬・徹明町を通る路線網を形成し、市内公共交通機関として長く機能
した。この路面電車網は1988年に北部へ伸びていた長良線が廃止され、
その他の路線も2005年3月末をもって名古屋鉄道は路面電車を全廃した。
岐阜市内中心部の商業的落ち込みとセットで説明される出来事であり、こ
の視察は電車廃止の一年後のことであった。
　本プロジェクトではロボットによる新産業創出のテーマの中でも、ロ
ボットの社会への展開を意識していた。ロボットが実際に多くの人々に使
われ、社会のインフラストラクチャーとして機能するためには新たな活用
方法の開発が必須であり、それを確かめるためにも実際の街なかでの実証
実験がどうしても必要である。ロボットがロボット研究者やエンジニアな
ど限られた人の手を離れて、女性や子供、老人らにとって身近な存在にな
るためにこれは大切なことでもあった。
　そのためには、岐阜研究所の立地するような郊外ではなく、県庁所在地
たる岐阜市のしかも中心部、全国的にも知名度の高い柳ヶ瀬で人の目に晒
され多くの人々に刺激を与え情報や意見、市民の声が集まる場所になけれ
ばならない、と筆者らは考えていた。
　この視察は岐阜市の柳ヶ瀬商店街にてロボットの実証実験を行い、イン
ターネットと融合したロボット産業の核となる研究成果の設置を目標とし
たものであった。後に「街なかロボットタワー」と名付けられる、橋本周
司副所長、冨永将史客員講師らが中心になったこの研究企画では、ソー
ラーパネルとバッテリー、無線LANなどを備えた自律型のロボット支援技
術の基地を都市内に複数配置し、街なかでロボットの情報とエネルギー拠
点として機能することで多様な局面にも対応できるよう検討されたもので
あった。
　この研究企画に加えて社会連携の観点から街中でのロボットの活動や研
究をバックアップする工房、さらに一般市民向けのロボット研究やロボッ
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ト文化を啓発する街なかラボを提案していた。
　本件については岐阜市内の複数の地元関係者や自治体へ説明を行い快諾
を得る。特に岐阜柳ケ瀬商店街振興組合連合会所属の商店主らには強い賛
同を得、こういうことにより地域の活性化を行なってゆく必要があるとい
う協力なサポートを得た思いであった。NTrなど関係が出てくる企業とも
内々に打ち合わせを行いその可能性を充分に感じつつ企画をまとめ始めて
いた。
　やや大きな費用が掛かることもあり、県庁担当者へその旨事前確認をし
た所、いい話だと了解を得る。この頃までは良いことであればやってみよ
うという雰囲気は県庁側にも残っていた。しかしその後、本件については
ぴたりと動きを止めそのまま実行に動かすことが不可能となる。社会連携
での柳ヶ瀬の工房設置についても確認をしたところ、返答が来なくなって
いた。，
・岐阜県庁裏金問題事件の発覚とその後の本プロジェクトの混乱
　2006年7月5日、岐阜新聞朝刊にて岐阜県庁裏金問題事件が報道され
る。県庁内で長年予算をプールしその金を組織的に隠し保管していたこと
が明るみに出た。後に現役県総務部長をはじめ複数の関係者が自殺、私的
流用し横領による逮捕者が出たほか懲戒免職を含む大量の処分者が出るこ
ととなった事件である。総額約17億円という巨額の裏金隠しであり職員
並びに退職者による返済が始まるまでの約1年問、岐阜県政は混乱した状
態となる。本事件に関する県の検討委員会が立ち上がり、梶原拓前知事に
は県関連の公職からの自主的退任と退職管理職の資金返還に中心的役割を
果たすよう求められたのをはじめ多くの県幹部経験者が特に責任を問われ
返済業務に携わり長期間を掛けての返済を行うことになるなど長い解決の
道をたどることとなった。
　本論文は裏金問題についての研究ではなく本プロジェクトもこれに関
わっていないので内容についての言及は避けるが、この問題発覚以後プロ
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ジェクトをめぐる変化を感じるようになる。
　それまでも議会側の批判が出ていることは伝わっていたが知事交代に加
え裏金問題発覚を経て、県側の対応がこの時期を境に不安定になってゆく
のがよく分かった。そして県庁側の確認や検査が厳密になってゆく。地方
自治体とのプロジェクト故当然のこととは思っていたが晩年には年度途中
であっても県庁内への説明に必要ということで見込みでの企業連携数や研
究成果を数値での状況説明をするなど質の異なる説明資料を度々求められ
るようになってゆく。その中で議会との関係や県庁内部での議論について
も担当者との会話の端々に上がるホうになり、それまでとは立場が変わり
困難が増していることは容易に感じることが出来た。
　街なかロボットタワー設置と、バックアップとしての工房や一般市民向
けの街なかラボ開設についても紆余曲折を経ることとなる。街なかロボッ
トタワーについて岐阜市柳ヶ瀬商店街での設置を準備してきたが、県庁側
と再三再四の折衝にも関わらず理解を得ることが出来ず逆に県が管理する
郊外の高速道路パーキングエリア内での設置を求めてきたことから実際に
制作し設置に至るまで時間が掛かることとなった。最終的には岐阜研究所
敷地での実験を行うことになったがそれも県の資産であるということでタ
ワーを地面に固着させてはいけないという指示が県側から出るなど当初と
は内容の異なるものとなってしまった。工房と街なかラボにっいても議論
の末に設置不可との返答があり、柳ヶ瀬商店街での市民への啓発や企業と
の連携事例創出については幻に終わった。街なかロボットタワーにっいて
は2007年8月22日に完成の記者発表を行った。
　これは変化の始まりであり、同様のトラブルは連続して起こるようにな
る。大学側としては問題がどこにあるのか問いかけると適切な返答がな
く、その上で追加の説明資料を求められる消耗戦である。可能な部分は改
善をする、必要であれば知事や県議会議員へも説明を直接する用意がある
と繰り返し伝えるが県庁からはそれを求められることはなく、大学側から
提出する資料を受け取り県担当者がその先で内部にて説明を繰り返し返答
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が届くということが続いた。改善しようにも何が明確な問題なのか大学側
には分からず、常に県からのイエスかノーかの返答を待つという状態に持
ち込まれるのはつらいことであった。
　WABOTHOUSEプロジェクトとしての予算は徐々に低下していった。
多様な研究展開をしてきたものの岐阜県の財政悪化などもあり最終年度の
研究費総額は人件費を含め2800万円になっていた。何より予算以上のプ
ロジェクト後期の困難は、連携において相互の信頼の維持が揺らぐ状況が
増えたことであった。しかしプロジェクトは当初の梶原前知事との約束の
通り、岐阜の地域のために何とか継続してゆこうということで早稲田大学
側では一致して取り組んでいた。
・プロジェクト方向の変化と大学側の課題
　2007年、研究所幹部と古田知事との面談が行われた際に、ロボット技
術の商品化についての指摘が出るようになる。知事の意向は「早稲田大学
が研究するロボット技術を家電製品のように商品化してくれるといいのだ
が」という形で我々岐阜研究所スタッフには伝わってきた。研究を自由に
やり企業や地域を巻き込んで産業振興を展開してゆくという設定であった
研究所の運営体制が大きく変わったのだと思わせられる、正直に記せば違
和感ある依頼であった。
　そして外部資金の獲得を積極的に進めるという本プロジェクト開始当初
からの課題についてもこの時期に改めて議論があり、大学側も準備をして
いた。しかし県側と大学側では温度差があり、県側では補助金は早稲田大
学が獲得するものという認識が当初から強かった。研究所幹部から申し入
れを行い、県側も徐々に補助金獲得へ動くべく準備を始めるが、その動き
は芳しいものとは言いがたかった。
　大学側はこれら課題に関して概して受け身であった。それは消極的であ
ると言えるが、正確に言えばできるだけ県側の要望には大学として真摯に
応えようという姿勢の現れでもあった。産官学という連携が徐々にバラン
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スを失いつつあるのが感じられたのもこの時期でありすなわち大学側が県
庁側の動向把握に不得手であるということであった。岐阜研究所では県側
の対応に変化が生まれてきた時点で県側の内部に複数の意見がありそれが
集約されきっていない状態で大学側に持ち込まれていることを感じてお
り、そのことは後に外部からの情報提供により明らかになってゆく。
　また県との関係がぎくしゃくするとともに担当者の異動が短期で起こっ
たり、内部での引継ぎが適切になされず担当者が大学側に状態を確認した
り、果ては大学側が新担当者に向け本プロジェクト概要を説明するなど奇
妙な状況が生まれるようになる。要はプロジェクトが、新しいことは着手
しにくい中で既存企画は大学側が継続案を考えそれを県に投げて検討する
といういわゆる「丸投げ」に近い構図となっていた。この状態は決して健
全なものではないが改善に至ること無くプロジェクト終了まで進んでゆく
こととなる。
　筆者の立場としては、ロボット産業を創出するためにロボット研究の域
を脱し岐阜の地域の企業等へ広くプロジェクトを周知しソーシャルな観点
で地域全体を巻き込んで産官学連携を推進する手法を志向していたが、そ
れを止められ活動に制限が加わるという点では痛恨事であった。県側はこ
の筆者の活動は明確に忌避したいことは度々示しており、研究所幹部へも
その旨伝えられていたが研究所幹部は筆者の手法を認めてくれていた。そ
してこれら企画を県庁幹部特に中央官庁から出向の部長や次長へ説明する
と是非推進するようにとの賛同する意見が出て急転直下お許しが出る、そ
して担当が変わるとまた否定的見解が出てくるという繰り返しを経験し
た。「地域・まちづくり関係の活動は認めない」「認める」の行き来、幹部
の判断でそれがころころと入れ替わるのは苦悩を越えて思わず笑いが出る
ほどであった。組織として様々な意思決定が進まなくなっていることにっ
いては外部から同情をしつつ見ていたところがある。
　特に実務的に厳しかったのは岐阜での社会連携の活動を広げねばならな
いのに岐阜県外へ出られないというジレンマであった。岐阜県のプロジェ
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クトであり県内所在企業のために良いことはしてゆこうという立場で、密
接な経済活動の関係がある愛知県や三重県を含む中部圏での活動企画を考
えるわけだが手法の少なからぬものを縛られ、多くの可能性が失われた。
県の考える連携活動はすなわち地元企業への営業であった。これらにっい
てプロジェクト終了まで公式には解決をすることが出来ずに非常に曖昧な
ままで社会連携活動は進んでゆくこととなる。
3．新産業創出プロジェクトとしての方向転換
　プロジェクトの置かれた状況が変化する中で、早稲田大学としても出来
るだけ連携パートナーである岐阜県の求めには応じてゆきたいという考え
から、そして連携協定締結の当初からの理念を具現化することも狙いっ
っ、社会連携や新産業創出の活動は研究所の活動の中で重みが増してゆ
く。
　それは何より大学の研究成果を具体の形で地域の産業振興、率直には岐
阜県内の地元中小企業にメリットとして活用してもらい新たな産業が地域
を潤すことを目指してきた岐阜研究所の現地スタッフの願いに他ならな
い0
　2007年4月から、WABOT・HOUSEプロジェクトは5年の計画を終え新
たな契約に入る。しかし基本計画の10年という期間を満了できるという
保証はなく不安定な状況での船出であった。
・研究成果マッチングからソリューション創出へ
　岐阜県工業会は岐阜県の産業振興政策の中で中枢機関の一つであり、本
プロジェクトについても設置当初から強力に支援を頂いた。その中で、岐
阜県工業会佐竹一良専務理事（当時）は岐阜県と早稲田大学の進めるロボッ
ト産業振興の手法については早い段階から疑問をお持ちで、プロジェクト
初期に佐竹専務理事から「大学の研究成果を提示するだけではいけない、
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その活用までをフォローしなければ新たな産業が地方で生まれる素地はな
いのではないか」という厳しい指摘を頂いていた。大学側でもこの意見は
当初少数派であったが、筆者は同様のことを感じており内容としては賛同
し、意見交換をする中で徐々に岐阜県工業会との連携活動でロボット技術
活用の支援を岐阜研究所として進めるようになった。
　2000年代当初には各地での産官学連携活動はすなわち大学の技術移転
という側面が強く、技術セミナーが盛んに行われていた。本プロジェクト
も当初はそういう連携活動を行なっていた。しかし期問中に徐々に状況が
変化していったのも本プロジェクトの特徴であった。
　こうした地元関係者との意見交換の中で、技術を単に大学から地元企業
へ移転するだけでなく、その活用法や技術を中心としたロボット新産業創
出の手法や環境整備まで含めた「ソリューション」づくりを目指す必要が
あるという考えに移行しつつあり、とくに本プロジェクト後期においては
ソリューション創出の観点からの活動を意識的に行うようにしていった。
　一例としては土木建築に着目し岐阜の地元建設業企業とともに建設技術
のロボット化について検討を進めた。また検査業務、更にはプラントメン
テナンスヘのロボット技術の応用を考え、経済産業省とともにプラント設
計や検査企業との交流を持つようになり、これはまさにロボット研究の分
野から「使い方」ヘフィールドを変容させた事例である。
　このことはプロジェクトの構造を変える一大事でもあった。研究公開で
はセミナーの裏側でロボットユーザー企業の話を聞く会をロボット技術企
業とともに行うなど、ロボット研究、技術ありきのプロジェクトがユー
ザーサイドの意向や考え方を受け入れる、更にはユーザーの声をどう集め
てゆくのかを考えるようになるという点では、激変といっても良い。
　そして2008年からは岐阜県工業会「ロボット技術の使い方研究会」の
立ち上げが行われ、筆者は佐竹専務理事の要請でメンバーに加わりプログ
ラムの検討や自らロボット研究やそのソリューション構築の現状を助言す
るなどしていった。これについても岐阜県のロボットプロジェクト全体と
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しては晩年になってからの着手となり悔やまれる。
　研究推進の次元から産官学連携、社会連携への移行というのは本プロ
ジェクトが辿った道筋として説明するに適切であろう。これに際しては、
大学側でも学内での葛藤があったことは記しておく必要が有る。当初から
の二本柱「ロボット技術の最先端研究」と「ロボット研究による新産業創
出」の住み分けは実際には前者に重きが置かれていたのは疑いのないこと
でもある。プロジェクトの構成スタッフにせよロボット研究はその中心で
あった。それが変わって来たのもこの時期のプロジェクトの特徴でもあ
る。プロジェクトが縮小する中では有ったが枠組みとして研究プログラム
をロボット技術の研究中心からロボットの新産業としての広がりを持たせ
る内容に変えてゆく方法に進むべく活動していた、ということである。
　つまりは大学等の研究者が中心だった枠組みが徐々に作り手たる企業や
ロボットのユーザーが中心へとシフトする形となる。そのためには一刻も
早くプレーヤーを地元の人、企業に任せる必要があった。その点ではこの
岐阜県工業会「ロボット技術の使い方研究会」は非常に望ましい受け皿で
あり、岐阜県工業会の配慮とそのビジョンには感服した次第である。
・プロジェクトでの工夫について
　これまでの産官学連携とは異なり、本プロジェクトが社会を巻き込んだ
非常に新しい、そして他の事例の引用が効かない未知の段階に入りつつあ
ることをこの時期には強く感じ始めていた。以下にプロジェクトでの小さ
な工夫を幾っか記す。
　本プロジェクトとしては先端技術による新産業創出という切り口を持っ
ており、そのために地域への情報提供は熱心に「岐阜研究所ニュース」
W6b更新を行い、日々の活動や研究内容、外部からの来訪者などを掲載し
ていった。2006年度からはブログ形式とし筆者に加え秘書も管理に参加
し情報更新を行った。開始当初とは異なりプロジェクトの広報活動に有効
であるという評価が内外に定着し、結果としてネット上に多くの研究活動
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や交流の記録がアーカイブという形で保存をすることができた。
　配布物の作成でも研究所パンフレット作成と更新を行ったほか、コンセ
プトブック「ワボットのほん」1～7までを研究所として作成し岐阜県内
全小中高校、更に全国の主要大学の図書館に献本、さらには連携を想定す
る企業ヘプロジェクト概要を理解頂くために提供し大いに活用した。
　　「WABOT・HOUSE辻説法」はプロジェクト後半においても積極的に展
開し、地元関係者からも継続して依頼が入るようになる、ロボット研究と
文化の良い地元向け啓発の場としてプロジェクトの終了間近まで行った。
　人的ネットワークの更なる拡大についても岐阜財界の支援を筆頭とし、
多くの基礎自治体や経済団体、NPO、更に早稲田大学のOBOGの属する
同窓会組織である「早稲田大学岐阜県校友会」への参加、そして同会との
交流があった慶応義塾大学卒業生との接点を確保することが出来、多くの
有用な機会を頂戴することとなった。
　プロジェクト当初から、岐阜県庁からは人を紹介されるということは皆
無に等しく、周辺機関を紹介される程度で、あとは自分で伝手を探してゆ
く必要があったが、その点ではこれら岐阜の地元の多くの人々に助けられ
た。人的ネットワークを自ら広げる必要があったことも、地域へ飛び出し
地域づくりや様々な地域課題の解決に動いた理由でもあった。「コミュニ
ケーションディレクター」という肩書きはまさに自分が地域の中で自らメ
ディアになってゆくことを意識したものであった。
　大学の先生として地域に飛び込むというのは難しいことでもあり、その
点では岐阜に住む一市民、地元の皆さんと仲間であるということは強く意
識した。地元のまちづくりでは街中の寺や神社に集まり日々地域の課題や
未来像について議論をするなど自身のプライベートな時間と労力の多くを
提供することとなったが、大学側の立場だけでは見えないもの聞けないも
の出会えないものと多数接点を持つことが出来、県の望むスタンスで動い
ていてはこのような結果は創出することが出来なかったであろう。何よ
り、こういう場に関わること自体が当初の筆者が岐阜に送り込まれた理由
一100一
ロボット技術による地域産業振興のプロセスとその課題にっいて（2）
でもあった。
・人的ネットワークの活用と、ロビー活動
　前述通り、プロジェクト後期には研究所内部での活動は研究が主、連携
業務が従という組織の雰囲気が徐々に逆転し、県側の意向もあり研究活動
とともにユーザーによるロボット技術活用用途の開発、具体にはロボット
技術は多くがすでに存在しているものであると考え、その組み合わせによ
る新産業創出と市場創出のためにその新たな使い方や用途、社会への埋め
込みのアイデアなどが求められるようになっていた。
　すると大学側が産業振興を考えてゆくに現場では様々な方面へ要望を出
したり情報提供をしたり公的機関へ圧力を掛けることで現状突破を図る、
一種のロビーに近い活動の必要性を感じつつあった。これについて筆者
は「コミュニケーションディレクター」としての活動は行なっていたが研
究員一名での活動には限界があり、何よりも岐阜における本プロジェクト
ヘの親身な支援者の形成やその強固な連携を構築することは何より必要で
ミッションとしても重要になっていた。
　その中で地域のキーパーソンにお会いすることとなる。その一人が川崎
重工業の中村明人執行役員で当時は航空宇宙カンパニーバイスプレジデン
トとして岐阜工場を束ねておいでであった。会合などでご一緒する際に意
見の一致を見ることが多く、年齢は離れていたが何度も食事を共にするな
どの交流が生まれていた。その中で岐阜県における産業振興行政にっいて
の課題を共有しその将来像についても議論を行うようになる。
　後に中村氏は川崎重工業執行役員を退任し岐阜県の第三セクター「VR
テクノセンター」社長に着任、岐阜研究所が所在するテクノプラザの管理
運営事業を引き受けられるようになる。そこからは地域におけるロボット
産業振興という共通の課題を対処することになり、更に緊密な意見のやり
とりを重ねるようになる。
　同社はロボット研究を業務として行なっており、ロボットエンジニアを
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職員で抱え商品化や委託研究を行うなど積極的に活動していた。テクノプ
ラザは複数のロボットベンチャーや研究機関が集積する拠点となりつつあ
り、同社はその基幹企業でもあった。中村氏からは本プロジェクトでの大
学側の方針には理解を頂き、また公私に渡り強力な支持を頂くこととなっ
た。筆者の方でも県全体のロボット産業推進政策にっいては共に協力して
対応していった。
　しかしその活動も道半ばにして中村氏は病を得、闘病の末に2008年11
月1日死去する。66才という若さであり、中村氏がお元気であったなら
社長としてのテクノプラザ運営のリーダーシップを依然としてとり続け、
また本プロジェクトの趨勢もまた大きく変化していたのではないかと思っ
ている。
　この他にも複数の財界関係者や地元自治体などからの協力や支援を頂戴
し、県や更には更なる大枠のロボット政策へ向け情報提供を行ったり理解
を求めたり、より良いロボット産業振興のための提言を様々なルートで
行った。そしてNPOやまちづくり関係者とのネットワークも含め、徐々
に岐阜における地域の情報が独自に入ってくるようになる。これは決して
精度の高くなかった県側からの情報を補足する形で、本プロジェクト独自
の情報収集能力を得たことになる。
・テクノプラザの集積
　岐阜県テクノプラザの開発と集積について記す。梶原前知事の意向で
WABOT－HOUSEプロジェクトはテクノプラザ開発のエンジンの一つと
なっていた。それは企業誘致の鍵の一っとして扱われ、研究機関が立地し
ていることが用地販売の際のセールスポイントとなったということであ
る。
　岐阜県テクノプラザは基盤整備やその開発主体などにより3期に分かれ
る。1、2期は岐阜県が中心に開発を行い、1期エリアには1998年に竣
工したテクノプラザ本館や本プロジェクトが入居した「岐阜県ロボットプ
一102一
ロボット技術による地域産業振興のプロセスとその課題について（2）
ラザ」が設置されたほか岐阜県情報技術研究所（当時）、メニコン、天野
エンザイムなどが立地しこれらがテクノプラザの中心となった。そして南
側に隣接したテクノプラザ2期の造成に入り、2005年度から多くの企業
が入居する。そして丘を挟んで東側に隣接した3期については、各務原市
が中心に開発を行い整備が進められ、現在こちらも順調に工業用地の販売
は進んでいる。企業へは入居の際にも大学との連携や共同研究への勧誘が
告知され、本プロジェクトも勧誘の段階から県庁の企業誘致担当者ととも
に度々企業を訪問し産官学連携の可能性について議論をするなどテクノプ
ラザの一員として参加していった。
　その点では、ロボット産業の拠点としてのテクノプラザの当初目標は工
業団堆の用地販売という観点では大きくは達成されたといえる。梶原前知
事はこのテクノプラザ1期の用地販売が目処が付いたことを見て納得して
いたことを筆者は覚えている。
・全国のロボット産業振興プロジェクトの苦境と、経済産業省ロボット担
　当官会議の開催
　国のロボット政策としては経済産業省が中心となり全国の地方自治体
ヘロボット産業推進を行なっていたが、現実的には自治体単位での地域
連携、産官学連携だけでは地方でのロボット産業市場を創出するのは難
しく、自治体や大学等の連携担当者らの間ではロボットの新たなソリュー
ションを得て有力な地域が全国的な観点で複数の広域連携を行うことで新
たな市場を獲得することがすでに不可避であるという判断に至っていた。
　本プロジェクトの狙いとしては、日本のロボット市場総体を成長させ
ることで先行者としての岐阜地域のロボット産業を発展拡大させるとい
うことであり、そのため経済産業省関係者とともに調整を行いながら、
全国各地の関係者を啓発し新産業を創出するための理解を得る支援を続け
てきた。全国の同様のロボット産業振興を目指す地域の苦境が伝わるよう
になってきたのもこの頃であり、政策上の課題が明らかになってきたこ
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ともきっかけとなり、複数の自治体や広域の地域からロボット技術による
新産業創出、産官学連携推進という目標を謳っていた先進事例としての本
プロジェクトにも様々な相談が寄せられるようになる。岐阜県の隣接地域
のみならず、関西、中国、九州、更には関東などからも「このロボットプ
ロジェクトをどうしてゆけばいいのか」という悲鳴にも似た相談が続々届
くようになる。個別の事案については言及を避けるが我々が岐阜で経験し
たような連携創出上のトラブルや首長の交代による混乱もまた他地域で起
こっていることを知り、頭を痛めていた。本プロジェクト開始当初から地
方におけるロボット産業創出という設定にはやや無理があったという認識
を現場では持っていたが、同様の理解を同時期に着手した他地域でも感じ
ていたようであり、こうして先進地域である岐阜や大阪、広島などを核と
して相互にその間題を相談したり後発地域の案件を持ち込んだりする動き
が始まる。
　この解決のために、ロボット産業振興を行う地方自治体や産業振興組織
の関係者が全国から集まり公式に会合を持つべきであるという企画を筆者
らが中心となり作成した。そして2009年11月24日に、全国のロボット産
業振興に携わる地方自治体が参加してこの「全国ロボット・RT担当官会
議」が経済産業省にて開催され、筆者は企画側として経済産業省担当者と
ともに会議のテーブルに就くこととなった。企画運営を同省とともに行
い、各地のロボット産業振興担当者が集まり情報交換と今後の地域産業と
してのロボット産業の展開についてのディスカッションを行った。同会合
では東北地方から中国地方までのロボット技術の地域産業化を目指す十数
地域の自治体関係者が参加し、ロボット技術の地域産業化に関わる課題に
っいて、多様な意見交換を行う場となった。
　議論では、なかなか地域内にロボット産業が出来上がらないという内容
が中心となり、個々の地域の課題というよりも政府としてのオールジャパ
ンのロボット政策自体の再検討と地域内での手法の転換が必要という流れ
となった。そして企画者の一人として筆者が、これまでのような大学の
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シーズ技術に依存して、ロボット研究者が専門外の産業振興の業務を背負
い込むような構図からの脱却が必要である旨の指摘をした。ソリューショ
ン型の産業創出のために二一ズ側から遡る形を目指し、今後も継続して情
報交換を行ってゆきオールジャパンの施策として地域ロボット産業振興を
行うというその後の全国各地での活動転換のきっかけの場であった。
　全国各地の同様な活動をする自治体の顔が相互に見える場となったとと
もに、各地域での連携手法や課題が共有され、情報提供のみならずこの場
から始まる連携なども確認されており、岐阜地域としても大いに活用をし
てゆくことが期待された。そして岐阜においては本プロジェクトでの連携
や活動への理解が県側との間で進まぬ中で、国の側に現状を認めさせ岐阜
の地域課題を越えてオールジャパンでの対応を進めてゆくという効果が
あった。
　そしてこの時期には他の大学からもロボットプロジェクトについて問合
せが入ってくるようになる。2002年に開始した本プロジェクトはロボッ
ト技術の研究の裾野が広がる中で同様の研究プロジェクトの中でも古株の
先進事例になり、他大学から視察として関係者が見学に来訪することが出
てきた。ロボット技術がコンピュータの性能の向上、電子技術やセンサの
発達や小型化によりそれまで理論的には可能と考えられていたことが実装
が可能になる状況があり、ロボット研究とその産業化が地方でもやっと軌
道に乗ってきたというのがプロジェクト後半期の状況であったといえる。
・支援機関、自治体などのネットワークの拡大
　県との関係が難しいものとなる中で、支援機関との関係はむしろ拡大し
つつあった。
　中部経済産業局の支援は多岐にわたっていた。展示会の出展などに始ま
り経済産業省幹部の視察、外国企業の紹介や新規プロジェクトヘの招膀な
ど具体的に地域の産業支援に繋がるという高度な観点で相互にメリットが
あると思われるものへ多くの参加要請があった。県内での活動に強くこだ
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わった岐阜県が了解しなかった名古屋市での展示会についても「国がいい
と言っているのだから遠慮せず出展して下さい」という申し出があり、県
へ向けては新産業創出やグレーター・ナゴヤ・イニシアティブの理念を含
め指摘と説得を頂くことで出展可能になったこともあった。
　地元自治体としては各務原市役所、各務原商工会議所の支援は記すべき
ものであった。地元企業の紹介や事業の共同参画に留まらず、人事交流を
していた同市役所と同商工会議所問、さらには中部経済産業局なども交え
て、WABOTHOUSEプロジェクトをどのように拡大、支援してゆくかに
ついては様々な視点でのサポートを頂き、身近な相談相手としての存在は
大きかった。そして大垣市役所、大垣商工会議所とも同様の事業を行なっ
て独自の堅牢なネットワークを岐阜県南部に構築してゆくことが出来た。
　岐阜県経済同友会は梶原前知事の時代に知事直々に専務理事との接点を
頂戴し、「産学官懇談会」メンバーとして当研究所所長を登録してもらう
ことで地元研究機関としての位置付けを得て、様々な地域情報にアクセス
することが可能になった。
　岐阜高専は教員との接点をごく初期に得られたこともあり多様な交流が
あったが、岐阜高専にて廣瀬康之准教授に加えロボット研究を行う教員に
も本プロジェクト客員研究員を委嘱し参画してもらうことで共同研究への
参加や研究所設備の活用、さらには岐阜高専学生のインターンシップ引き
受けなど、多くの部分での連携活動を進めていった。
　岐阜県工業会は前述通り組織として協力な支援を頂くと共に牛込進会長
（当時、株式会社TYK会長）のリーダーシップにより産官学連携活動によ
るロボット産業の推進が地域産業を変えてゆくという信念の下多くの事業
が展開され、そこに本研究所が加えられ多くの政策提言にも関わることが
出来た。これは梶原前知事時代から継続したもので、古田知事体制になっ
てからも変わらぬ対応であったことを記しておく。
　これ以外にも地元企業や経済団体や自治体の協力支援は多数あり、研究
や連携活動において困難に直面し岐阜県とのコミュニケーションに支障が
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出てくる中で事業を進めるに当たり有難いものであった。
・交際費の苦労
　本プロジェクトは地方都市での事業であり、多くの場合関係者との意見
交換や議論などの交流は飲食を伴うものであった。会合参加や企業経営者
との付き合いは単価が高く、単年度契約で決して高給とは言えない契約内
容の中での一研究員による負担は辛かった。一度相談をして研究所幹部か
ら領収書を持参すれば大学側予算で対応可能との配慮があったが実際に領
収書を付けられる会合の場は多くなく、大概は自費にて負担した。企業の
方々はみな自腹での飲み食い、遊びが当たり前の事であるが、連携担当者
としては生活の苦労に耐えながら地元関係者との交流を行ったこともあっ
た。
　客員の研究員であっても、現地に送られ産官学連携、社会連携に携わる
スタッフにはそこを厚く配慮し今後は送り出して欲しいと願うものであ
る。
・苦慮する県との関係づくりと「ロボット八策」
　2006年6月13日、「地域産業の高度化」「テクノプラサ2期への立地促
進」「次世代ロボット産業の創出」を総合的に推進するための組織として
岐阜県ロボット産業推進協議会が設立された。岐阜県内の産学官が集ま
り表面上はこれら目的達成のために構成されたが、実際としてはWABOT
HOUSEプロジェクト支援という目的が課された組織でもあった。
　県は2007年の同協議会総会で「岐阜県ロボット産業アクションプラン」
を発表、その中で岐阜のロボット産業振興を束ねた「ロボット八策」を提
案し、ロボット産業制作支援の方針としての実行に移されることとなる。
「ロボット八策」を以下に記す。
第一策　ロボット産業推進に関して岐阜県の総力を結集すること
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第二策
第三策
第四策
第五策
第六策
第七策
第八策
伸
○岐阜県ロボット産業推進協議会設立の意義
O協議会の会員拡大を図ることの必要性
、岐阜ロボットビジネスモデルを早期に具体化すること
○岐阜県ロボット産業推進協議会の目標
○ロボットの事業化に挑戦する企業の具体化
産学官の役割を活かした戦略プランを構築すること
○岐阜県ロボットアクションプラン策定の意義
O「産」「学」「官」それぞれの役割の明示
人間中心・安全第一の視点で研究開発を推進すること
OアクションプランのIV2（1）【研究開発の推進】
Oユーザー重視、安全設計が次世代ロボット研究開発のキーワード
国などの競争型外部資金を積極的に活用すること
OアクションプランのIV2（2）【外部資金の活用】
○地域の競争力強化、ロボット協議会としての獲得支援
テクノプラザを核とするロボットクラスターを形成すること
○アクションプランのIV2（3）【RTクラスターの形成】
○テクノプラザ2期立地企業との連携、GNIとの連携
ロボット産業人材の育成を図ること
○アクションプランのIV2（4）【ロボット産業人材の育成】
○次世代ロボットの製品化には必須のキーワード
ロボット共存社会の夢を描き新たなロボット市場を創出すること
OアクションプランのIV2（5）【ロボット市場の創出】
O子供たちや生活者も巻き込んだ地域におけるロボット産業の振興
　大学側からは前述「みのひだ・ものつくりネットワーク」企画の場づく
りの実行の提案を度々持ちかけたが、それは活かされること無く終わった
ことになる。そしてこの頃から県との業務の中でも大小の謝いが目立って
増える。双方の不手際の積み重ねもあり、多くの物事が徐々に動かなく
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なってゆくのが目に見えてわかるようになっていった。
　そしてプロジェクト後半からその末期にかけて、県側による大学への説
明内容と、企業や周辺関係機関への説明内容の相違が目立っようになる。
県から企業や周辺関係機関へ本プロジェクトについて説明が入ったらすぐ
に岐阜研究所へ内容確認の連絡が来るようになっていたからである。大学
側に伝え切れない内容を業務とはいえ関係機関に向け説明してゆく県職員
の苦悩を考えると当事者の一人としても辛いものがある。
　ただそれにより発生する様々な問題について企業や関係機関の方々が早
めに否定してくれるなどし、地域や研究所内外で非常に良好な形での人的
ネットワークを構築することに成功しており実務上での問題はなくむしろ
これらの状況を楽しめる余裕を持って対処できるようになっていた。
　岐阜所在の個別の中小企業、金属加工などのメーカーによる新産業創出
が難しいのはプロジェクト初期の段階で明らかであったことであり、すで
にロボット産業創出は技術ではなくむしろ新たな着想での産業創出が求め
られていた。その点で県は産業振興の観点で柔軟性を失っているように見
えた。知事からの「ロボットの商品化」という全国的に見てもハードルの
高い内容を示され、その困難さは大変なものであっただろう。さらに記し
ておけば、県側からの本プロジェクトを止めましょうという提案は最後ま
で無かった。その点では大学の研究や思考の自由さを増すような配慮はこ
の時期に至り殆ど感じることは無くなっていた。
・プロジェクトの評価と「評価部会」
　岐阜県ロボット産業推進協議会では内部に「評価部会」という場が設け
られ、そこで早稲田大学WABOTHOUSE研究所についての活動評価を行
うことを岐阜県側が目論むようになる。しかしこれについても評価部会委
員の間でもその場での検討が適切なものではないという意見が相次ぐとと
もに、早稲田大学の活動をではなく岐阜県のロボット産業推進という取り
組みについての検討を優先すべきだという意見が出るなど意見の集約が明
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瞭にはなされないままで進行してゆかざるを得なかった。何より評価部会
委員へはそれまでに本プロジェクトの意味や置かれた状況は徹底して情報
提供と説明を繰り返しており充分な理解をいただいていた。その点では県
側のちぐはぐな提案に振り回された感があった。
　プロジェクト後半について、これらのような不幸な関係が続いたことは
誠に残念であるとともに、そのプロセスを客観的に記してゆくことで我々
は産官学連携の一般的な課題として乗り越えてゆかねばならないとも感
じ、敢えてこれを記すこととする。
4．WABOT－HOUSEプロジェクトの終了と後継組織の準備
　WABOT・HOUSEプロジェクトとしては、様々な問題は抱えつっも当初
の設定された目的を達成しつつ新たな連携活動や展開に着手をしてゆく段
階に入っていた。岐阜県の企業との連携創出について、岐阜県内だけの資
源での連携を目指すだけでなく、広く中部圏全体について企業などの連携
対象を探し、さらに枠組みについても出来るだけ柔軟に対処してゆくこと
を目指し繋がってゆくよう配慮していった。中部経済産業局や岐阜県外の
周辺自治体との接点も出てくる中で、プロジェクトとしての中部圏におけ
るプレゼンスが本プロジェクトとして増してゆく状況になっていった。
　しかし、県というボーダーを越える活動が増えるとともに、岐阜県と早
稲田大学という既存の連携フレームでのプロジェクト運営が徐々に限界が
見えていた。
・連携フレームヘの疑問と運営の困難
　研究活動や地域向けの連携活動を順調に進めてゆく中で、しかし本プロ
ジェクトは年々予算が削減され存続が危うい段階に差し掛かっていた。最
後の数年は予算の大半は人件費となり、それでも岐阜での研究活動を継続
するために大学側からの持ち出しにて何とか最低限の研究費を確保する状
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況であった。
　新年度面談で岐阜研究所に来訪した着任直後の県庁課長補佐が「ここの
スタッフは岐阜にいる必要があるのですか」と暗にスタッフの退去を促す
ような発言を現地スタッフに投げかけたこともあり、これは研究所幹部か
ら公式に抗議をしたが、プロジェクトの継続の意味を問いなおすべきだと
いう声も研究所内から上がるようになっていた。「ああ、我々は岐阜県に
はすでに求められていない存在なのだ」とパートナーたる岐阜県からの非
常に残念な対応を受けっっも岐阜駐在スタッフは岐阜のために活動するの
も普通の事であった。
　本プロジェクトでは研究公開を年に一度地元向けに行うことになってい
たが晩年はその予算に事欠くとともにマンパワーの観点からも展示会や講
演事業を行うことが難しくなりつつあった。その際に地元である各務原市
から申し出があり、各務原市役所や各務原商工会議所との共催事業、同時
開催事業としてロボットセミナーや展示会を行い、そこに加えて中部経済
産業局などの協力を得るスタイルが定着した。これにより少人数の岐阜駐
在スタッフであっても事業を展開し地元企業などへ情報提供やロボットの
新規の知見を共有する場を設けることが出来る状態を継続していた。困難
はありつつもこのような周囲の支援を得続けることが出来何とか最低限の
事業継続が可能となったことは明記しておく。
　岐阜県と早稲田大学とで取り交わされた協定も、基本計画では2012年
3月末で終了になるのが分かっていた。プロジェクト開始から10年とい
う当初の予定通りのことでもある。
・「中部地域連携センター構想」提案
　2008年春、地元財界関係者から筆者へ連絡が入る。県から早稲田大
学とのプロジェクト終了の意向が説明されたとのことで、この時期は大
学側に正式に説明がなされる遥かに前のことである。財界関係者からは
「WABOT・HOUSEプロジェクトの終了は絶対反対だ」との意見とともに、
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早急に県知事と大学トップとの会談を設けるべきという助言であった。そ
して時期はややずれるが同様の説明が県からは他の機関へもなされすぐ岐
阜研究所への確認の連絡が入っていた。大学側としてはむしろ何故こう杜
撰なプロジェクト管理がなされているのか関係者とともに首を傾げる状況
が続いていた。
　情報が漏れ出し各所で様々な噂が囁かれる中で、県会議員と面会して
も内々に支援を申し出てくれる方が現れるなどプロジェクトをめぐる環
境は恵まれていたと感じるとともに、財界主催の会合にお声掛け頂き反
対の意向を示す県会議員との同席機会を得るなど、岐阜の地域全体として
は本プロジェクト、そして大学を支援頂く空気を感じていた。なべて財界
関係者の間では早稲田大学と岐阜県による社会連携プログラムとしての
「WABOT－HOUSEプロジェクト」は好評であり理解をいただいていたとい
える。筆者としても岐阜での活動では長く地元企業関係者への説明は重点
的に行なっていたこともあり、そういう地味な活動により救われたことは
多々あった。
　2008年12月11日、早稲田大学WABOT・HOUSE研究所研究公開において
「中部地域連携センター構想」を橋本周司副所長が発表する。これは筆者
が基本案を作成し橋本副所長が大枠として提案したものである。これは早
稲田大学WABOT－HOUSE研究所の活動を、連携地域を中部三県に広げ研
究範囲もロボット技術に限定せずものづくり全般に拡大するというもので
あった。この構想案は日経新聞中部経済面、中日新聞岐阜県版、ロボナブ
ル（日刊工業新聞ロボットサイト）などに掲載され反響を呼んだ。
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・「インテリジェンス」の重要さ
　岐阜県大垣市に本店を置く地方銀行である大垣共立銀行と早稲田大学理
工学術院が2010年9月に協力協定を結び、同年10月26日に協定締結記念
セミナーを名古屋市の愛知県産業労働センターにて開催する。来場者へ向
け概要説明やロボット産業の将来像などを広めるべく、早稲田大学首脳や
理工学術院長などがそれまでの本プロジェクトでの事例や岐阜での取り組
みなどを紹介したが会場に岐阜県庁関係者が来訪することはなかった。こ
こに至り早稲田大学側も今後について深刻に考えることを思い知らされ
た。
　WABOTHOUSEプロジェクトは大学の全学共通組織である総合研究機
構の傘下に研究所を設置して運営していたが、この時期には岐阜や中部圏
をフィールドとし長期的活動を行う連携や事業で特にロボット研究に限ら
ぬものは早稲田大学WABOTHOUSE研究所とは別系列である理工学術院
の管理下で対応をするようになっていた。本プロジェクトが見通しが効か
なくなっていたことの影響でもあった。
　そしてプロジェクト末期となるこの頃には、非公式なルートから岐阜県
庁内での混乱した様子が伝わってくるようになる。メール、電話、出先会
合での立ち話など、様々な方々が様々な手法で情報を屈けてくれるように
なった。方法や情報精度も様々であったが、県庁内部での意思決定が不安
定であることはよく伝わって来た。県庁内での本プロジェクトの評価が低
いこと、そしてそれを支えようとする人々と取りやめようとする人々がい
ることは分かった。要はプロジェクト開始当初からの混乱が県庁内で整理
されること無く、さらに大学側に問われることなく将来展望の見えぬまま
最終段階を迎えてしまった。
　情報収集と管理の重要さは産官学連携には重要である。プロジェクトと
して連携相手が何を考え何を求め、共にどちらへ向け進もうとしているか
を考えるには必要な資源でもある。しかし本プロジェクトについて言え
ば、度重なる県の要望や指摘は大局的なものであるとは言いがたい小手先
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の内容が多く、プロジェクト全体が迷走したことは否めない。
　その点で、プロジェクト当初からの大学側での「インテリジェンス」戦
略が必要だったと言える。研究所内部ではプロジェクトの最終段階直前ま
で純粋に県からの意向や申し出に忠実でありできるだけその内容に応えて
ゆこうという意識があったものと考えている。その点は反省材料として捉
えるべきことであり、県がパートナーであるということは理解をしっっも
最終的な目的を明確にした上で地域への成果還元のための意思決定を行う
ことを徹底すべきであった。これは実際には組織として地元の多くの関係
者との人的ネットワークを結果的には構築していたため地域の独自情報に
補正された判断や提案を行うことでカバーしていた。
　プロジェクト末期には連携企業数やプロジェクト効果などを書類で作成
し県庁へ送付するようにとの依頼が度々岐阜研究所に舞い込み、スタッフ
の士気を下げてゆくということが増えていった。県側新任担当が来訪しプ
ロジェクトを説明するとその中で県職員として感じることを率直に投げか
けられ大学側が再度説明を繰り返すというやりとりが毎年度初めに行われ
るようになる。県側でプロジェクトの意味やその情報が共有されていない
のだろうと思うとともに、積極的にこのプロジェクトに関わる人がいなく
なったことも感じさせられた。大学側で独自の情報源による判断、更には
相手を信頼しつっも別ラインでの情報を元にその状況理解は適切なものか
ひとつひとつ確認する作業の必要性を痛感した部分である。
・契約満了1年前に研究所側からの終了を宣言
　中部地域連携センター構想提案から1年が経過した2010年末を迎えて
もプロジェクトの行く末は不透明であった。この時期に岐阜駐在スタッフ
では意見交換を行い始めた。プロジェクト継続が不首尾に終わった際の自
身らの立場についてである。大学等の研究職では一般に凡そ着任1年前か
ら募集や採用のネットワークが動き始める。その中で当初基本計画で示さ
れた10年の期限である2011年度末を1年後に控えてもプロジェクトが終
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了するのか新たに継続するのかわからない状況が続いていた。
　県側担当者がある問題で研究所へ謝罪に来る出来事があった際に「どう
なってゆくのか」と厳しく問い詰めるも一切反応がなくプロジェクトの平
穏な終了の困難さを思い知らされた。そしてその終了に際しての当事者た
る人物も見当たらない。暗澹たる気持ちで2011年を迎えることとなった。
共同研究を行う企業や支援頂く基礎自治体、一般の地元市民の方々からも
「研究所はどうなるのか」という問合せを徐々に貰うようになり、岐阜研
究所としても返答に窮するようになっていた。プロジェクトの存続がどの
ような形になるのか一向に分からないことにっいて岐阜駐在スタッフの不
安は増すばかりであったが、当時早稲田大学側内部でもこの件についてス
タッフを含めた議論や配慮は無かった。
　そこで、岐阜研究所スタッフから東京側の大学首脳らに向け幾つかの提
案を行った。前述の中部地域連携センターの設置を急ぐこと、プロジェク
トの終了継続の如何を問わず全員2011年度末にて契約任期満了にっき退
職すること、そして岐阜駐在スタッフが就職活動を始めてゆくことを研究
所として認めることなどであった。これは内外へ向けスタッフが新たな職
を求めていることを示しポストを得てゆくために必要なことである。
　大学側がこれを受け入れ研究所の方針としたことで2011年度末でのプ
ロジェクトの終了が確定し、研究員はそれぞれで次の仕事を求め活動をは
じめるようになる。プロジェクトが継続するにしても大学は新組織で新た
にスタッフを確保し契約に臨むこととなり大学側の本プロジェクト継続の
ハードルがこの時点で上がったことを意味している。しかし岐阜県との契
約更新の状況がまったく未定の中でこの事実は明らかにすることが出来
ず、地元向けに広く発表はせずに対応せざるを得なかった。
　研究職として採用されていたスタッフは自力にて職を探すことで了解
したが、地元との窓口、さらには人的ネットワークを司る役割でありプロ
ジェクト継続に必要な能力である現地採用の秘書やコーディネーターの処
遇という問題は依然として残った。
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・プロジェクトの発展的解消の発表
　2011年11月15日、中日新聞朝刊に「早稲田大　各務原に新研究所検討」
の記事が掲載される。記事内では、中部のものづくり企業の技術開発を支
援する拠点として、技術支援をするのはロボット技術や航空機、次世代自
動車、環境リサイクルなど今後の成長が見込まれる分野が中心、対象は岐
阜県を中心に多くのものづくり企業が集積する中部地方全体とする、と
なっている。記事内では現在の研究所が終了することも記されていた。
　当日は丁度最後の早稲田大学WABOTHOUSE研究所研究公開日であ
り、会場では来訪者が口々に新聞報道を話題にし、岐阜駐在スタッフが質
問攻めに合うなど異様な空気の中、各務原市、各務原商工会議所と共同開
催のフォーラムが始まった。フォーラム内ではこの記事について大学首脳
が触れると共に終了後にはその時点で就職先の見つかっていないスタッフ
を大学首脳が懇親会で紹介をし、地元に関わってゆく存在として企業との
繋ぎを行う様子も見られた。
　この新聞報道を受け菅野重樹早稲田大学WABOTHOUSE研究所所長が
以下の内容のコメントを11月17日に発表する。
「10年間の事業計画が終了することと、早稲田大学内でのプロジェクト
研究所設置期問が終了するので、2012年3月末でWABOTHOUSE研究所
はクローズします。しかし、これまでの企業との連携等は引き続き早稲田
大学として継続し、むしろロボジトに限らず広い理工系の分野での連携を
進めるために、新しい組織として中部地域産業振興研究所を早稲田大学内
に立ち上げることとし、大学に対して設置申請中です。岐阜県に対して
も、WABOTHOUSE研究所は終了し、新しい研究所を立ち上げることを
説明してあります。この活動場所については、現在検討中です。」
　これら新聞報道やWbbでの所長コメントを受け、プロジェクトの行く末
を見守っていた地元の基礎自治体、経済団体、企業、NPOや市民の方々
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から一斉に公式に問合せが入ってくるようになる。多くが岐阜での活動継
続を求める声や具体的な支援の申し出で、ありがたいことであった。しか
し感謝をしっつも前述通りスタッフの全員退職は決まっており現状組織の
維持は時期的にも難しい段階であった。
　後継組織をどうするか、岐阜県庁との連携は継続するのか、さらに当時
入居していた「岐阜県ロボットプラザ」から退去するのか、何よりそれま
での連携による多くの共同研究やその成果、産業化の事業をどうするかな
ど、実務的に多くの問題を抱えつつ最終的に多くの問題が確定するのはプ
ロジェクト終了直前の2月中旬になってであり、作業遂行は困難を極める
こととなった。
・地元関係者の支援の声
　プロジェクトを整理してゆく段階で、地元自治体首脳から指摘を受け
た。「早稲田さんは呼ばれて岐阜に来たのに、途中から余計な役割を担わ
され気の毒だった。梶原（前知事）さんは早稲田に自由にやってよいと言っ
ていたわけなのに、途中で知事が代わって方針が変わってしまって。産業
振興は大学の仕事じゃないはずだ。」
　地元の方々はプロジェクトを冷静にご覧になっており、それゆえに様々
な支援を頂いたり問題点を厳しくご指摘いただいたという現実がある。企
業、大学、広域自治体による産官学連携プロジェクトではあったが、地元
関係者を広く巻き込むという当初の狙いについては大きくは達成すること
が出来たのだろうと、このご発言を聞き大学側の一員としては僅かに慰め
られた感があった。
　地元の方々からは様々なアプローチで本プロジェクトの岐阜での継続に
ついて支援申し出があったが直接的に活かし長期的な活動に繋げるという
ことは出来なかった。そして2011年度末での終了を踏まえ、早稲田大学
内で後継事業としての認知を得た「中部地域産業振興研究所」が早稲田大
学総合研究機構において承認されその開所準備を閉鎖作業と並行して行う
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こととなった。これは「中部地域連携センター」企画を受け継ぐものであ
り、本プロジェクトが蓄積してきた人的ネットワークや知的活動の継承、
共同研究の継続などが可能になり早稲田大学としては様々な可能性を残す
受け皿を用意した形になる。
　そしてこれこそがWABOTHOUSEプロジェクト当初にストーリー付け
られた、「ワボットくんが困りごとを解決して、そして去ってゆく」とい
う流れに法ったものであり、地元関係者へこれらの成果や資源を提供して
ゆくことができる装置でもあった。
・最終段階での混乱
　早稲田大学としては「中部地域産業振興研究所」という受け皿を準備し、
岐阜県も含む賛同企業や自治体、組織と協調した枠組みでスタートするこ
とを早くから伝えていた。しかし県の返答は遅れ、大学首脳らを交えた意
見交換などを重ねるも当初夏場に固めるという内容が秋に、そして11月
の研究公開を過ぎ2012年の年明けにと先延ばしになっていた。その中で
岐阜県からは「岐阜県ロボットプラザ」使用を継続する際には早稲田大学
に優先的に使用を認めるとの連絡はあったが、本プロジェクト終了後に新
規立ちあげを行うには提案として厳しいものであり、県と大学との新たな
関係構築を図る内容とも思えないものであった。また入居の継続を望む発
言を示しつつ、民問企業を岐阜県ロボットプラザに入居させるべく事前下
見をしたいとの申し出が県の別箇所から届きスタッフを困惑させる出来事
もあった。
　ともあれ、本プロジェクト終了とテクノプラザからの退去は大学側では
既定路線として皆が共有するようになり、県側の混乱ぶりを穏やかに眺め
つつプロジェクト終了へ向け準備を進めていた。
　2012年2月上旬、研究所幹部が岐阜県庁での岐阜県ロボット産業推進
協議会幹事会に出席しその場で県幹部を含めた意見交換を行うがここでも
概要はまとまらず、本プロジェクト終了後の「岐阜県ロボットプラザ」活
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用のため地元大学などとともに再度入居するという企画が逆提案される予
想外の出来事が起こる。これは記者向けに説明され新聞に掲載されたため
対応に苦慮させられることになる。ただ残り時間も少ない中で提案を持ち
帰り大学として’は検討することになるが、そのままでは県の提案は受入が
難しいという結論に達した。
　こういう状況で2月15日の岐阜県ロボット産業推進協議会総会に臨ん
だ。岐阜市長良川沿いの温泉旅館、十八楼内ホールで開かれた総会には入
学試験時期が重なったため早稲田大学首脳や研究所幹部が出席出来ないこ
とから代理として筆者が出席した。
　スケジュールやプロジェクト状況の説明が続く中、本プロジェクト終了
後の岐阜県ロボットプラザ活用の説明があり、先日の幹事会で出た複数の
大学等が岐阜県ロボットプラザヘ入居する新たな連携企画の資料が配布さ
れ、まるで早稲田大学が了解済みであるかのような報告がありそれは事実
と違う内容となっていた。
　筆者は挙手し議事に異議があるとして現在検討中であるに過ぎないと内
容について否定をする発言を行った。早稲田大学として承諾している話で
はないことを指摘するとともに「中部地域産業振興研究所」を準備中であ
るという説明をし総会終了後に退出した。実質的にはこの協議会での発言
が私の岐阜の最後の仕事となった。
　全体としては楽観的に過ぎる県側の認識でありそれが混乱を起こした部
分もあるが、関係者皆が本プロジェクトの後継組織が岐阜県ロボットプラ
ザには置かれないことを認識した頃はもう2月末になり、間近の年度末の
退出についてそこから話し合う状態であった。
・プロジェクトの最後に
　2012年2月、WABOTHOUSEプロジェクト終了と岐阜研究所の閉鎖、
新研究所設置が確定したこともあり、早稲田大学首脳らが地元関係者への
挨拶をするために岐阜に来訪する。自治体などを訪問すると共に、残務処
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理の確認や指示を岐阜駐在スタッフヘ行う慌ただしい一日であった。
　その合間に、岐阜市内にて梶原拓前知事との昼食会を設けた。早稲田大
学側からの要望で関係者を介して梶原氏へ依頼し快諾を得てのことであっ
た。岐阜長良川沿いのレストランにて待つこと数分、梶原氏が到着する。
知事退任後公式に早稲田大学首脳と面会するのはこれが初めてのことで
あった。知事退任から7年を経て流石に高齢となった梶原氏であったが、
発言は明瞭で往時の切れ味の良さを見せていた。
　ランチを囲みつつその場で梶原氏から、「こちらから早稲田大学へお願
いしたことだったが、退任後はカが及ばず申し訳ないことだった」との言
葉が出てきた。早稲田大学首脳からは、むしろ梶原氏が企画してくれたか
らこそ立ち上がったことであり、10年問存分にプロジェクトをやりきっ
た、岐阜の地域への成果を残すことが出来たという感謝の意を伝えた。
様々な困難が合ったがそれを乗り越えられたのは梶原氏との信義、さらに
はそこから発する岐阜の地域の皆さんとの関係によるものであった。
　機材、書類等の処分や東京への輸送などを経て岐阜研究所の撤収が終わ
り、2012年3月31日に鍵を返還しWABOT・HOUSEプロジェクトは正式に
終了した。岐阜駐在スタッフも同日をもって契約任期満了に伴い退職し、
翌日からそれぞれ別の大学の教員や企業のエンジニアとして新たな出発を
図ることとなった。
　そして早稲田大学WABOTHOUSE研究所所長の前年11月のコメント通
り、2012年4月1日より新たに「早稲田大学中部地域産業振興研究所」
なる名称の新研究所が総合研究機構傘下に置かれ、岐阜県各務原市を拠点
として事務担当秘書1名と非常勤コーディネーター1名という研究所とし
ては最小規模と言っても良いフレームで、新たな出発を始めた。
5．おわりに
WABOT・HOUSEプロジェクトとは、早稲田大学WABOTHOUSE研究所
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とは、何であったのだろうかとこの10年間の出来事を記しつっ強く感じ
る。多くの人々が関わり多くの支援を受け、世界唯一とも言えるユニーク
な場を岐阜の地に設け、実際に多くの知見やビジョンをここで統合し高度
な研究が生まれ、バラエティに富んだ機会や出会いを地域に提供してきた
プロジェクトが、当初の狙いとはやや違う形での収束をすることとなり終
了していった。
　ただそこで生み出された成果や構築されたネットワークは多様であっ
た。地域系研究グループの一員として、産官学連携、社会連携の観点から
プロジェクトを通史的に淡々と記してきた。それゆえにプロジェクト全体
を傭轍したものではなくおそらくロボット研究の側から見ると別なストー
リーになったかも知れない部分があるだろうがその点は大規模プロジェク
トの連携活動からの記録とその記憶を記すという本論文の狙いもありどう
かご容赦いただきたい。
　本研究（1）（2）ではWABOT・HOUSEプロジェクト10年問のプロセス
を記述してきたが、今後も続けて研究として本プロジェクトでの課題を整
理し関係者の声を集め記してゆく予定である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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